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１　はじめに

今日アジアの女性NGO（Non-Governmental Organization＝非政府団体）は国境を越え

た独自のネットワークによる情報交換はもとより，国際会議へのロビー活動，または相互

支援促進など，情報通信技術（Information and Communication Technology）を駆使した

積極的な運動を展開している。とくに電子メールを含めたインターネットの発展は，近年

の男女同権運動や女性NGO間のネットワーク構築に多大な影響を及ぼしている。ネット

ワークの発展は情報通信技術に依存しているのだろうか。その発展過程にアジア女性

NGOとしての特徴はあるか。さらにはインターネット，とくに電子メールを主な媒体と

したネットワークの発展が従来の男女同権運動にどのような変化をもたらしたのか。本稿

では，これらの点を検証し，アジアの女性NGOの社会，歴史的背景と情報通信技術活用

の相互関係が女性NGOネットワークをどのように変容させたかを考察する。

２　NGOによる情報通信技術の活用

スルマンとレイリー（2003：10）によれば，NGOがインターネットを充分に活用でき

るまでに３段階の過程を踏む（図１）。第１にインターネット環境を整える「アクセス」

段階，第２にNGOがインターネットをツールとして活用しうるスキルを取得する「修得」

段階，そして第３に活動目的に合わせインターネットを戦略的に活用する「適用

（appropriation）」段階である。スルマンとレイリーは，この第３の適用段階において

NGOは単に与えられた技術を適用するのみでなく，目的に見合ったツールの選択ができ

るようになるとしている。つまり，人的ネットワーク構築のために情報通信技術を活用

する場合，NGOはその目的に見合ったツールを選択する。そのネットワークは選択され

たツールにより形成されるという相互関係の推測が成り立つ。

本稿では，この適用段階における，アジアの女性NGOの情報通信技術の選択と，従来

のネットワーク活動の変化の関連性を考察する。便宜上，本稿では情報通信技術

（Information and Communication Technology＝ICT）のなかでも近年のNGO活動に欠か

せないとされるインターネット，とくに電子メールに焦点を当てる。ここでは，NGOと

は途上国開発支援を目的とする非政府組織を指す。また，女性NGOとは，同様に途上国

インターネットは
アクティビズムをどう変えたか
──アジアにおける女性NGOネットワークの変容を事例として──
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内の団体を含めた，女性の地位向上に向けての活動を行う非営利非政府団体を指す。

2.1 NGOによるインターネット活用とネットワーキング
今日ではNGOによる情報通信技術の活用，とくに電子メールの活用は日常化している。

しかし，NGOウェブサイトの運営成功例が少ないように，その活用方法は商業目的のそ

れと比べ小規模である。この項ではNGOの情報通信技術活用方法の問題点を，その社会，

歴史的背景や現状から探っていく。

2.1.1 NGOネットワークのグローバル化
途上国支援を目的とするNGOネットワークは，1980年半ばにNGOを対象に電子メール

提供サービスを行った合衆国のPeaceNetやイギリスのGreenNetといった団体により急速

に広げられた。NGOへの情報通信技術支援としては，1990年に設立されたAssociation

for Progressive Communications（APC）が知られている。APCはPeaceNetやGreenNet

を含む44団体を傘下におく「NGOへの技術的支援，インターネット権利運動，ハクティ

ビズム，オープンソースの提唱，戦略的メディア従事，デジタル文化活動（Surman and

Reilly 2003：8）」を中心とするソーシャルテック（social tech）集団である。

ソーシャルテック集団による情報通信技術は，とくに途上国のNGOに多大な影響を与

えた。このような支援により，NGOはグループ間のネットワークを拡大・強化する安価

で効果的な方法を得たのである。インターネットの役割は，それを活用するグループ同

士の新たな提携，さらにはネットワーク同士のネットワーク構築にも影響を及ぼし，

NGOが国際会議など(1)においてロビー活動を行ううえでの大きな力となった（Mansell

and Wehn 1998：78）。90年代の一連の開発に関する国際会議でのソーシャルテック集団

の支援例をあげると，APCは1992年の国連環境開発会議においてNGO向けにオンライン

通信センターを設置し，とくに途上国のNGOの会議参加を全面的に支援している。電子

メール，ウェブ，SMSなどはこうしてNGOにとってメディアを直接動かせる重要なコミ

ュニケーションツールとなったのである（Surman and Reilly 2003：37）。また，インタ

ーネットを駆使したNGOネットワークが開発政策論議に参加したことによって，さらに
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図1　インターネットの適用段階�

（出典） Surman and Reilly 2003：10
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ネットワークの拡大がうながされた。

ネットワークによるNGOのグローバル化は，それまで国内での活動が主であったNGO

に国際舞台での活動の場を与えただけではない。その本来の役割にも変化をもたらした

のである。途上国の現状を知る草の根NGOは，国際会議で開発政策論議に参加すること

で，国際社会全体に途上国開発の重要性を訴える役割を担うことにもなる。このように，

NGOは国境を越えたネットワークを拡大し，従来の存在意義を変容させた。また，グロ

ーバルなネットワークを駆使し国際的問題に焦点を当てた活動を展開する新しいタイプ

のNGOも出現した。つまり，国境を越えたNGOネットワーク自体が途上国開発問題の解

決にいたらないまでも，その活動が新たな問題への取り組み方を示唆し始めたのだと言

えよう。

近年のNGOの国際社会での活躍はグローバル化と切り離して考えることはできない。

NGOのグローバルネットワークの成長がインターネット以前と異なる点は，発展途上国

からの参加の急増である（Anheier, Glasius et al. 2001）。とくに，90年代には低中所得国

からの国際NGOネットワークへの参加は先進国のそれを上回った。

情報通信技術の進歩と国際会議参加への機会の増加により，NGOは急速にその役割や

活動を多様化させる。それは時として，従来のNGOの概念を越える特徴を持つ新しい組

織の出現をもたらした。ピアンタとシルバ（2003：388）によれば，グローバルな開発政

策論議参加を活動の中心とするNGOは，草の根NGOと比べ，ネットワーキングにより力

を入れている。さらに情報通信技術は，それらの新しいNGOの活躍をうながすだけでな

く，草の根NGOに国際的な開発政策動向を伝える役割も果たしている。草の根NGOはグ

ローバルな活動を行わなくとも，ネットワークに参加することによって，グローバルコ

ミュニティの一員となるのである。

2.1.2 グローバル化改革推進派によるNGOネットワーク支援
2003年にジュネーブで開催された世界情報社会サミットでは，「皆が情報と知識を創造，

アクセス，利用，そして共有し合える包括的で開発を視野に置いた情報社会の構築をす

る」という声明が採択された(2)。この採択は，情報通信技術が公益であり，「公平にその

利益を配分することによってグローバル化を啓蒙する（Anheier, Glasius et al. 2001：10）」

とするいわゆるグローバル化改革推進派の立場を取っている。この立場を取る多くの国

際的な開発組織は，NGOの情報通信技術強化策を支援している。

このグローバル化改革推進派の考えに基づく国際支援が，グローバルNGOネットワー

クの拡張に貢献したとの指摘もある。とくに草の根NGOへの国際社会の財政援助は，イ

ンターネットへの接続を可能にする一因となった。ただし，ネットワーキング自体への

資金援助は容易ではない。その理由として，第１にコンピューター設備投資や管理コス

トなど，長期的責任を負う援助はほとんどのドナーに敬遠されること，第２に設備投資

をしたとしてもネットワーキング自体の明確な成果が事前に提示できないことがあげら

れる。また，ネットワーキングの重要性を資金援助の目安として認識する支援団体は少

ない（Karl, Anand et al. 1999：45）。

さらに，インターネットを持たないNGOがネットワーク参加のために資金提供を受け

ることはまれである。この理由として，情報通信技術のネットワーキング目的の活用と

NGOの活動趣旨との関連付けが難しいことがあげられる。だが，そういったネットワー
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クをすでに活用し何らかの成果をあげているNGOに対して，国際社会はさらなる支援を

する傾向にある（Mercer 2004）。こうした偏った支援は，NGO間のネットワーキング能

力格差をさらに広げることになりかねない。また，情報通信技術活用に関して，ドナー

は首都に活動拠点を置きあらゆる支援条件（詳細な報告書の作成など）を満たすことが

できるいわゆる「都市型エリートNGO」に資金を援助しがちである。近年，途上国NGO

は国際社会から資金援助を得るため，他国のNGOとの競合状況にある。この競争を勝ち

抜くには，情報通信技術の活用が不可欠になってきている（Dilevko 2002：90）。この資

金援助獲得に至るプロセスにより，NGO本来のネットワーキングや活動の目的が変化す

ることもありえるだろう。

国際社会の開発途上国NGOへの支援傾向とNGOが必要とする援助間のギャップについて

はさまざまな議論がある。しかし情報通信技術の活用が，今日NGOの支援獲得形態を変え

たのは確かであろう。その理由の１つとして，途上国NGOはインターネットを通してその

活動内容を直接国際社会にアピール出来，そのことが支援要請につながるということがあ

る。同時に，途上国NGOは，グローバルなレベルでのネットワーキング活動や国際会議へ

の参加によって，本来の草の根活動以外のスキルを身に付けたともいえるであろう。

2.2 女性NGO間におけるネットワーク構築の背景と現状
グローバル化は女性の社会・政治参加を促進し，国際的レベルでのフェミニズム運動

を活発化させた。冒頭で述べたとおり，本稿は，女性NGOのネットワークがその社会

的・歴史的背景と情報通信技術の活用の相互作用により形付けられることの検証を試み

る。つまり今日のフェミニズム運動がネットワーク活動をとおして変化するとともに，

フェミニズムというコンテクストがネットワークの方向性を示唆するという可能性を探

る。1995年に開催された北京女性会議やそのフォローアップ活動にみられるように，情

報通信技術を活用したフェミニズム運動は近年の国際援助に関わるNGOの規範にもなっ

た。その理由の１つとして，情報通信技術の急成長期が途上国開発，とくにジェンダー

に関する国際会議の開催時期と重なったことがあげられる（Wajcman 2004：122）。そこ

で，この項では情報通信技術，とくにインターネットを活用した女性NGOのネットワー

クの発展について考察する。

2.2.1 女性NGOの社会，歴史的背景
今日途上国開発の一端を担う女性NGOの多くは女性の社会，経済，政治活動参加を促

進しエンパワーメントを図ることを目的として独自のネットワークを築いてきた。女性

NGO間のネットワーキングはいうならば女性が男女同権を一致団結して主張し始めた頃

からの歴史がある。女性NGOのネットワーク構築を彼女たちの社会，歴史的背景に照し

合わせて理解することの重要性はこのことによっても伺えるであろう。

国境を越えた女性NGO活動は19世紀の社会主義フェミニズム運動，国際女性参政権同

盟（IWSA）(3)，に端を発する（Ryan 1992；Zimmermann 2005）。1888年に活動を開始し，

1902年に正式な組織として米国で発足したIWSAには1920年までに30ヶ国以上からの団体

が参加している(4)。しかし，女性NGO間の国境を越えたネットワークが急速に拡大するの

は20世紀後半からである。前項で述べた一般のNGO動向と同様，この女性NGOの国際的

なネットワークの急激的な拡張は，これらの団体の積極的な国際開発会議への参加と関連
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付けられる。とくに，国連の女性と開発に関する一連の会議およびそれに付随して開かれ

た女性NGOフォーラムへの参加は，女性NGOの国際的な開発フォーラムにおける政治活

動を促進した。これらの経験を通して女性NGOはロビー活動に必要なスキルを修得し，

より効果的な活動を展開するためのメカニズムを確立したのである（Meyer and Prügl

1999：3）。女性NGOの国際的な政治活動は先進国途上国を問わずグローバルなジェンダー

政策決定の場に直接関わることを目的とする女性NGOの出現を助長したといえよう。

ネットワーキングの重要性は国連の国際開発会議においては1985年にナイロビで開催

された第３回世界女性会議により初めて認識されている。ナイロビでの会議は「開発に

おける貢献者および受給者としての女性の役割を促進する組織間のコミュニケーション

の役割」がその行動要綱に盛り込まれている（United Nations 1985）。しかしこの会議で

は女性組織間の情報およびコミュニケーション交換の重要性は認められたものの，情報

通信技術的側面はその次の1995年に北京で開催された第４回世界女性会議で附加される

こととなる。北京での会議は前述した情報通信技術が開発を促進するという「グローバ

ル化改革推進派」の概念をジェンダーと開発に取り込んだわけである。

この北京会議での採択内容が，それ以降の女性NGOを始めとする女性組織間のネット

ワークの拡張に勢いをつけることとなる。インターネットがNGOに普及したのが1992年の

国連環境開発会議以降であることを考えると，1995年の北京会議が多くの女性NGOにとっ

てインターネットの利便性を認識する格好の場となったことは想像に難くない。また女性

NGOがネットワークを拡張し国際政治の場へと活動を広げるにともない，国際政治の場

においても，女性NGOネットワークの重要性が認識され始めた。1975年にメキシコで開催

された第１回世界女性会議が国連における新しい女性の時代とグローバルレベルでのフェ

ミニズム運動の出現を象徴するものであるとすれば，1995年の北京会議は急速なグローバ

ルレベルでのフェミニズム運動の拡張を象徴するものといえる（Chen 1995：478）。

では，女性NGOの情報通信技術を活用したネットワークの構築は，他のNGOのそれと

異なるものだろうか。アドボカシー（主義主張の提唱）を目的とする女性NGOのネット

ワーキングは，その活動がジェンダーの視点からグローバル化と情報通信技術の関連性

を検証するという点において「革新的」とみなされている（Burch and Leon 2000：37）。

また，近年の女性NGOネットワークの拡張は単に情報通信技術のみによって成し遂げら

れたものではなく，過去30年間女性NGOがその活動のために常にオルタナティブメディ

アを利用してきたという事実がある（George and Martinez 2004：373）。たとえば，従

来女性NGOのネットワークは地域会合，ニュースレターやそのほかのかたちで情報を共

用していた。インターネット活用初期に行われた調査によると，当時インターネットに

アクセスがあった女性NGOはダウンロードした情報をオフライン用にまとめて他の女性

NGOに配布している（Garcia 1999）。この過程において，女性NGOはインターネットか

ら得た情報をカスタマイズする能力を培うと同時にネットワークそのものもを強化して

ゆく。さらに，女性による女性の為の電子ネットワークスペースは情報通信技術面での

社会進出に遅れをとる女性のスキルアップにも貢献することとなった（Banks 2000：12）。

このオルタナティブメディアを模索する女性NGOの従来の活動背景が，近年のフェミニ

ズム運動における情報通信技術の活用の基盤となっていると推測される。

情報通信技術の適応プロセスにおいては少数ながら女性NGOを支援する「ソーシャルテ

ック」グループが存在する。たとえばAPC/WNSPは「フェミニズム運動変容の必要性」(5)
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を唱え1993年に設立，北京会議を含め，複数の国際会議で女性の情報通信技術活用支援

を行っている。APC/WNSPのような女性NGOの出現は女性と情報通信技術の相互関係の

定義付けを再考する必要性を生んだ。

近年の女性NGOネットワーク構築はNGO自体の変容またはインターネットの普及と無

関係ではありえないものの，あくまでフェミニズム運動の流れに沿うものであり，単に

情報通信技術の活用により生じたわけではない。しかし，グローバルレベルで活動する

女性NGOのネットワーク自体の定義は必ずしも一様ではなく，それらがまた必ずしも同

じ活動内容，目的を持つものではないのである。

2.2.2 グローバルネットワークにおける女性NGO間の関係
グローバルネットワークの拡張によって，多数の女性NGOは先進国と途上国の，また

は途上国間における同盟を構築し始めた。草の根レベルで活動するNGOはネットワーク

を通して国際的活動を行うNGOとの繋がりを持つ。また，国際的活動を目的とする新た

なグループも出現した。その結果，さまざまなネットワークや新たな同盟関係がNGO同

士の関係性をますます複雑なものとしている（Chen 1995：479）。

この複雑なグローバルネットワークが，個々の女性NGOの活動や趣旨目的にどう関連

しているのだろうか。上述チェンの指摘どおりグローバルネットワークはアドボカシー

を目的としたグローバルレベルで活動する女性NGOの増加を促した。この現象はNGO間

ネットワークの新しい形態の出現として理解されるべきであろう。「ソーシャルテック」

グループのような新しいタイプの女性NGOが情報通信技術の発展とともに出現したが，

大半の女性NGOは「ダイナミックな社会の動きによりネットワークに取り込まれていっ

た（Burch 2002：38）」従来のNGOである。つまり，従来の草の根レベルの活動を中心と

した女性NGOが，ネットワークに参加することにより，国際的なフェミニズム運動に直

接的に関わる機会を持つに至ったのである。ネットワークの拡張はグローバル化の影響

の一端として捉えるのみならず，ローカル・グローバル両端からの相互作用による新し

いNGO間の連携を形作るものだといえよう。

しかしこれらの変容は常に肯定的なものとしてとらえられているわけではない。多く

のフェミニズム研究者は，最近の国際的な女性NGOの活動が従来の草の根運動に悪影響

を及ぼす可能性を指摘している。最も危惧される点はフェミニズム運動自体の変化であ

る。フリードマン（1999：359）は，国連女性会議が草の根フェミニズム運動から多大な

エネルギーと資金を奪ったと指摘する。またアルバレズ（2000）は国際レベルで活動す

る女性NGOを「制度化されたフェミニズム」と批判し，それらと草の根女性NGOとの間

のイデオロギーの対立により，本来の国際的な政治決定が草の根運動に正しく反映され

ないことを懸念している。

女性NGOに限ることではないが，グローバルな政策決定の場に関与することにより

NGOは従来の活動に要する時間が削減される。為政者との繋がりは政策決定の関与に必

要な反面，フェミニズム本来の反体制姿勢を揺るがしかねない。チョウドリ（2004）に

よれば，トランスナショナルなフェミニズム運動は都市部に拠点を置き，国際活動に必

要なスキルや資金を持つ「エリート」女性NGOを頼りがちであり，この現象が途上国女

性NGO間の格差をさらに広げている。一方でこのグローバル・ローカル間の格差は単に

「持つもの」と「持たざるもの」との力関係のみに集約できない。草の根女性NGOはグロ

ーバルなフェミニズム運動と複雑に関連しつつ，内部的にも多様化しており，国内外の

多様な組織と相互依存しているのである（Chowdhury 2004）。

この相互依存の見解は，グローバルレベルでのネットワーキングが個々の女性NGO組
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織の変化と密接に関連付けられることを示している。このネットワークへの参加と従来

の活動目的の変化が，情報通信技術の発達とどう関連付けられるかはさらに考慮する必

要があるだろう。

2.3 アジア女性NGOとその情報通信技術活用
この項ではアジアの女性NGOネットワークに焦点を絞り，それらを特徴付ける要素の

有無を検討したい。本稿では女性NGOの定義を便宜上「途上国のグループを含む，女性

の地位向上に向けての活動を行う非営利非政府団体」としているが，事実その実態は多

様であり，従ってそのネットワークを一概に特徴づけることは容易ではない。しかしな

がらここではアジア女性NGOの近年の成長における一般的傾向を彼女らの情報通信技術

活用したネットワーク活動の観点から探る。

2.3.1 女性資料センターとそのネットワーク
他地域と同様，アジアの女性ネットワークの多くは女性の社会，経済，政治進出の必

要性を団結して提唱することを目的とするものであり，情報の共有はこの目的遂行の為

の１つの大きな戦略である。人権擁護および反戦活動から始まった欧米諸国の女性NGO

とは異なり，アジア女性NGOの発展は社会主義および労働運動といったポスト植民地運

動に端を発する。1940年代から70年代に至る政治活動の間，フェミニズム運動家は国内

を活動の拠点としてきた（George and Martinez 2004：376）。しかし80年代から90年代

にかけて，アジアのフェミニズム運動は次第に国際的な動きと同調するようになる。こ

れは前項で述べたように，情報通信技術の発達と国際会議への参加によるところが大き

い。加えて企業のグローバル化がネスレボイコットキャンペーン(6)のような国際的なデモ

ンストレーションを生んだことも背景にある。

情報通信技術の発達以前よりフェミニズム運動においてネットワークが重視されてき

たことは前述したが，この点において，女性資料センターがフェミニズム運動に及ぼし

た影響は大きい。アジアでは，女性資料センターは70年代に確立され始めた。Isis-

Internationalマニラが行なった調査によると，1992年までにアジア地域では13カ国30に及

ぶ女性資料センターが設立された（Garcia 1999：42）。これらの女性NGOが運営する資

料センターは，一般の図書館では置かれない資料の閲覧を提供するのみでなく，女性

NGOの「社会変革運動への共通意識を高める（George and Martinez 2004：384）」こと

において重要な役割を果たした。従って，これらの女性資料センターはインターネット

時代の到来とともに情報共有やネットワーク活動の中心となっていった。

情報通信技術の活用や国際会議参加の経験により，80年代以降女性NGOのグローバル

レベルでの活動は大きく展開する。その過程において女性資料センターは常に情報を収

集，提供する立場にあった。しかし多くの女性NGOがグローバルネットワークに直接参

加するに従い，そうした資料センターの必要性は次第に薄れてきた。こうした流れの中，

資料センターの中には従来の図書館的な役割からの離脱を図り，より時代に則した情報

通信技術の活用を模索するグループが出現する。表１はそうしたインターネットを通して

情報普及活動をし，独自にアジアの女性ネットワークを形成するグループの例である。

表１にある女性NGOネットワークは，情報通信技術活用以前より情報の交換と普及を
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６．ネスレ社を含む多くのベビーフード会社が東南アジアなどで出産
祝いとして病院を通し粉ミルクのセットを贈るなど人工乳による
育児を奨励したことに対し，先進国，途上国の団体がネスレ社を

中心とする乳児用粉ミルク・乳幼児用食品販売戦略に対する抗議
行動・不買運動を展開している。（http://ja.wikipedia.org）



主な活動内容としてきた(7)。これらのグループの設立目的はIsis International Manilaが包

括的な女性と開発に関する情報の共用，ARROW, CAW, CAPWIPはそれぞれ保健，労働，

政治などの専門分野があり，ネットワークの目的は主にそれら専門分野の知識の普及に

ある。しかし，アジアでこのような女性NGOグループによるオンラインを中心としたネ

ットワークはまだ少ない。国際的なネットワークの支部として活躍する女性NGOは多い

が，アジアに焦点を当て，なおかつ拠点を置く独自のネットワークはまだクリティカル

マスに達していないのが現状だといえる。

2.3.2 アジアにおける女性NGOネットワークが抱える問題点
アジアにおいて比較的大きな女性NGOネットワークのほとんどが先進国ベース，また

は人的にも財源的にも余裕のある国際NGOの支援を受けたものである。途上国で独自に

女性NGOネットワークを構築する場合，単に先進国の成功例にならうことはできない。

この項ではアジア女性NGOにとって情報通信技術を活用したネットワーク，とくにグロ

ーバルなネットワークに参加するに当たっての問題となる点を指摘したい。

第１に，本稿の焦点はネットワーク構築の為のインターネット適用であるが，アクセ

スの問題は途上国の特定女性NGOのエリート化，欧米化の問題と重ねて議論する上で避

けられない。アジアのほとんどの女性NGOにとって，インターネットのみによるネット
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●表1　アジア女性NGOネットワーク例�

Est.�
year

1986

1999

1998-�
2003

1993

1992

1991

2003

Administrative�
location

Thailand

Philippines

Philippines

Malaysia

Philippines

Thailand

Philippines

Philippines

Major�
facilitator

NGO

NGO

NGO�
coalitions

NGO

NGO 

NGO

NGO

NGO

Main�
activities

Subject-�
specific�
（Law）�

Subject-�
specific�
（Beijing�
prep. and�
follow-up）�

advocacy,�
training,�
research

Subject-�
specific�
（Health）�

Subject-�
specific�
（Politics）�

Subject-�
specific�
（Labour）�

Resource�
center

Training,�
research

Membership

NGO/individual

NGO

NGO

No-membership

NGO/research�
institution

Network�
partners

No membership�
NGO/individual

Individual

Name

Asia Pacific Forum�
on Women, Law and�
Development �
（www.apwld.org）�

Asia Pacific Women’s�
Watch �
（apww.isiswomen.org）�

AWORC�
（www.aworc.org）�

Asian-Pacific Resource�
and Research Center�
for Women�
（www.arrow.org.my）�

Center for Asia Pacific�
Women for Politics�
（www.capwip.org）�

Committee for Asian�
Women�
（www.cawinfo.org）�

Isis International Manila�
（www.isiswomen.org）�

Women’s hub�
（www.womenshub.net）�

７．設立がインターネットの適用以降であるAWORCとWomen’s
Hubを除く。



ワークはなりたたないからである。包括的なネットワークの構築には，情報の共有手段

としてオフラインでのミーティングや従来のファックス，電話などの情報通信技術，ま

たは郵便などの伝達方法を併用する必要がある。それは逆説的に言えば，オンラインを

主な活動の場とすることが可能な先進国を中心とした女性NGOネットワークと比べて，

オフライン活動，ひいては女性NGOの社会，歴史的背景がそのネットワークに及ぼす影

響はより大きいともいえるのではないだろうか。

第２に，多くの女性NGOが情報の収集やコミュニケーションの手段としてインターネ

ットの利便性を見いだしてきてはいるものの，まだアジアの多くの女性NGOは自らの情

報発信のための手段としてインターネットを活用しきれていない。グローバルなネット

ワークに積極的に参加していない理由と同様に，多くのアジアの女性NGOは情報通信技

術の活用に対して受身であり，ホームページを持つグループは限られている。ホームペ

ージの作成やネットワーク技術などの研修の機会がなく，それらの技術的作業を外注す

る資金もない多くの途上国の女性NGOにとって積極的な情報通信技術の活用は重要な課

題の１つである。

第３に，アジアの国々において，情報通信技術の普及レベルには大きな格差が存在す

る。今日，情報通信技術のレベルは必ずしも国の経済開発のレベルと一致していない。

インド，フィリピン，韓国などは国を挙げて情報通信技術開発を推進している。それら

の国の女性NGOにとって情報通信技術を活用したネットワーキングは比較的容易である。

しかしこのアジア諸国におけるアクセスの格差が，アジア地域としての女性NGOネット

ワーク構築を困難なものとしている。また，一国内においてもアクセス格差は存在する。

格差がそれほど大きくない国でも，グローバルネットワークに積極的に参加する女性

NGOは首都圏に集中している。そのようなNGOはインターネットを海外とのネットワー

ク提携，情報収集への手段として利用しがちで，地方にいる女性NGOとのネットワーク

構築，いわゆるアウトリーチの為の活用性を十分に検討しきれていない。

第４に，言葉の障壁はアジアの女性NGOがグローバルネットワークに参加するに当た

って最も大きな問題の一つといえる。図２は2002年６月から一ヶ月間にわたり国連が開

催した「ジェンダーと情報通信技術」オンライン会議の参加者の地域別割合を示してい

る。アフリカからの参加者が41パーセントであるのに対して，アジアからの参加者は５
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図2　地域別オンライン会議参加者の割合�

Africa�
41％�

Asia and Pacific�
5％�

North America�
23％�

Latin America�
and the�
Caribbean�
27％�

Western Europe�
2％�

Eastern Europe�
2％�

（出典） Marcelle 2002：34



パーセントにすぎない。アジア地域全体の地理的大きさと人口を考えると，かなり少な

いといえるのではないか。

以上，現状に関する問題点を挙げた。南アジアでは東アジアより英語の使用に支障が

ないように，これらの問題点は一括りに議論できるものではない。しかし，これらの多

くはアジア発展途上国の多くの女性NGOが抱える問題であり，そのネットワークを検証

する上で関連した要素として考慮されるべきであろう。

2.4 ま と め
本稿では情報通信技術を活用した女性NGOの発展とその特徴を社会，歴史的背景に照

らし合わせて検証した。無論，NGO間の情報交換は女性NGO間のみで行われるものでは

なく，各女性NGOの背景も異なる。しかし本稿では女性NGOネットワークの変容が情報

通信技術と社会，歴史的背景の複雑な相互作用によって構築されてきたものだと推論し，

それらの要素の中でも共通項と思われる点に焦点を当てた。

女性NGOのネットワークは情報通信技術によって構築されたものではなく，その都度

適切な技術を選択しながら発展したものである。しかしこれは単に情報通信技術を活用

したネットワークが，従来のネットワークの延長上にあるということではない。情報通

信技術を活用したネットワークはかつてないスケールとスピードで女性NGOのコレクテ

ィブ・アクション（集団行動）をグローバル化した（León, Burch et al. 2001），という点

で従来の技術とは大きく異なる。そうした意味において，情報通信技術を活用したネッ

トワーク活動は単に技術を活用するだけでなく，その技術を使用する社会の変容をも意

味している。また逆に，ネットワークの変容が情報通信技術の発展にどう貢献していく

かについても検証の余地があるだろう。

今日の開発援助は「情報通信技術は知識の共有を促し人材育成に貢献する」というグ

ローバル化推進派的考えに基づいており，これを追い風に女性NGO間のグローバルネッ

トワークは成長を遂げてきた。とくに女性NGOの国際会議への参加と情報通信技術の発

展はそのネットワークの成長と切り離しては考えられない。また一方では，こうしたネ

ットワークの変容を従来のフェミニズム運動に対する弊害として指摘する声もある。従

って女性NGOネットワークを検証する場合，情報通信技術の発展と女性NGOの社会，歴

史的背景との相互関係を考慮して議論を進めるべきである。とくにアジアの女性NGOネ

ットワークの検証にあったっては，ほかの地域とは異なる特徴，問題点が情報通信技術

活用の障害となる点を考慮せねばならない。

女性NGO間の国際的な交流はグローバルフェミニズムという概念の出現をもたらした

（Moghadam 2005）。女性NGOのグローバルネットワークが今日のフェミニズム運動を定

義するものとなる一方，その運動はまたネットワークを通してローカルなアクティビズ

ムの影響をも受けている（Meyer and Prügl 1999：9）。これは双方向の情報交換を強化

する電子ネットワークのもう一つの重要な特徴を示している。ローカルとグローバルの

頻繁な情報交換によって女性NGOを取り巻く社会的背景もまた変容すると推測できる。

相互作用による新たな社会ネットワークの発生がまた，そのネットワークにおける技術

選択を方向付け，情報通信技術そのものを変容させてゆく可能性もあるだろう。
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